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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、持分法適用対象関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしておりま

せん。 

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 544,636 556,797 683,035 1,417,940 1,311,809 

経常利益又は経常損失(△)（千円) △38,501 △26,829 △18,815 64,086 40,067 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（千円） 
△28,673 △16,925 △15,795 33,060 21,971 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 221,240 221,240 221,240 221,240 221,240 

発行済株式総数（千株） 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 

純資産額（千円） 718,467 760,770 783,875 831,776 813,838 

総資産額（千円） 1,046,254 1,209,441 1,338,981 1,357,229 1,313,645 

１株当たり純資産額（円） 205.27 217.36 225.31 237.65 232.52 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は中間純損失金額（△）

（円） 

△8.19 △4.83 △4.51 9.44 6.27 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額

（円） 
－ － － 8.50 8.50 

自己資本比率（％） 68.7 62.9 58.5 61.3 62.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△101,223 9,172 △11,660 35,299 103,368 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△58,097 △79,882 810 △85,388 △105,241 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
50,342 △49,568 △81,324 170,283 △44,379 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
99,960 208,854 190,706 329,133 282,879 

従業員数（人） 125 121 115 112 113 



４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第30期及び第31期については、潜在株式が

存在しないため、また、第30期中及び第31期中は、１株当たり中間純損失金額が計上されており、また潜在

株式が存在しないため、第32期中は潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失金額が計上されてい

るため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当社は、関係会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 115 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における日本経済は、設備投資の拡大や堅調な輸出に支えられ、大手製造業を中心に企業収益が

改善しつつあり、景気は回復傾向にあります。しかしながら、個人消費には十分に波及しておらず、原油価格の高

騰等、未だ不透明感の残る状況であります。 

 当情報サービス業界におきましては、企業の情報化投資が緩やかに増加しつつあるものの、顧客の投資対効果を

重視する傾向はますます強くなってきており、価格抑制ニーズと合わさって引き続き厳しい状況にあります。 

 このような環境下、当中間会計期間の業績は、システム開発売上高３億75百万円（前年同期比95.6％）、商品売

上高３億７百万円（前年同期比187.2％）の売上高合計６億83百万円（前年同期比122.6％）、経常損失18百万円

（前年同期は経常損失26百万円）、中間純損失15百万円（前年同期は中間純損失16百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、コンピュータ機器等の仕入増によ

る仕入債務の増加があったものの、売上債権の増加並びに借入金の返済による支出等により、中間期末残高は期

首残高に比べ92百万円減少し、１億90百万円（前年同期比91.3％）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、11百万円（前年同期は９百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、売上債権の増加額81百万円（前年同期は減少額87百万円）及びたな卸資産の増加額19百万円

（前年同期比57.3％）と、仕入債務の増加額88百万円（前年同期は減少額７百万円）との相殺によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、0.8百万円（前年同期は79百万円の使用）となりました。 

 これは、無形固定資産開発・取得による支出20百万円（前年同期比75.7％）があったものの、投資有価証券

の売却による収入13百万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、81百万円（前年同期比164.0％）となりました。 

 これは主に、短期及び長期借入金の返済による支出44百万円（前年同期比226.1％）並びに配当金の支払額

29百万円（前年同期比100.2％）によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．継続的役務の提供に関する受注残高は、中間期末時点における先３か月間分の売上計上見込金額が記載して

あります。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  

※前中間会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。  

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システム開発（千円） 305,724 101.0 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品（千円） 254,578 175.7 

品目別 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システム開発 428,450 105.0 251,365 74.4 

商品 387,775 197.8 109,277 103.7 

合計 816,225 135.1 360,643 81.4 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システム開発（千円） 375,169 95.6 

商品（千円） 307,866 187.2 

合計（千円） 683,035 122.6 

相手先 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日  
 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日  
 至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社薬王堂 ─ ─ 94,290 13.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間における、研究開発活動はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。  

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。  

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,500,000 3,500,000 
名古屋証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 3,500,000 3,500,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 119（注）１. 119（注）１． 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 119,000（注）２. 119,000（注）２． 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 329（注）３. 329（注）３． 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 

 同左 

  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

329 

165 

 同左 

  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた

者は、権利行使時において当

社の取締役または従業員の地

位にあることを要するものと

する。 

その他の条件については、平

成17年９月９日開催の当社取

締役会決議に基づき、当社と

新株予約権割当契約書に定め

るところによる。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要する

ものとする。 

 同左 



 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。  

３．新株予約権発行後、次の事由が生じた場合は、それぞれの算式により払込金額を調整し、その調整により生ず

る１株未満の端数はいずれの場合においても切り上げる。  

①当社が株式分割または株式併合を行う場合  

②当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募増資、新

株予約権の行使による場合を除く。）  

 なお、上記株式数において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式の処分をする場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に読み替えるものとする。 

  

③当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものとする。  

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
─  3,500 ─  221,240 ─  186,906 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

梅田 渉 名古屋市天白区御幸山1513 818 23.37 

テスク従業員持株会 名古屋市熱田区三番町21－８ 658 18.80 

株式会社 トーカン 名古屋市熱田区川並町４－８ 210 6.00 

日本ビジネスコンピューター

株式会社 
東京都大田区蒲田５丁目37－１ 150 4.28 

株式会社 名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19－17 140 4.00 

株式会社 ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 80 2.28 

株式会社 シーアイエス 名古屋市中区栄３丁目１－１ 80 2.28 

兵藤 光沖 愛知県豊明市新栄町６丁目93 69 1.99 

井上 正信 
名古屋市港区入場１丁目701 

アーバンコート入場305 
69 1.97 

冨田 文雄 愛知県津島市鹿伏兎町上春日台５－５ 65 1.85 

計 － 2,340 66.85 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  

普通株式     21,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,477,000 3,477 － 

単元未満株式 普通株式 2,000 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 3,500,000 － － 

総株主の議決権 － 3,477 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動  

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社テスク 
名古屋市熱田区三

番町21番８号 
21,000 － 21,000 0.60 

計 － 21,000 － 21,000 0.60 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 330 320 321 320 320 325 

最低（円） 320 320 320 305 305 312 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役  

流通事業部副事業

部長兼ソリューシ

ョン開発部長  

取締役  
ソリューション開

発部長 
稲葉史玉  平成17年11月５日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   228,854   210,706 302,879   

２ 受取手形   7,728   6,139 ─    

３ 売掛金   166,938   327,136 251,365   

４ たな卸資産   58,467   34,506 15,266   

５ 繰延税金資産   37,302   28,825 20,739   

６ その他   41,294   37,589 37,810   

貸倒引当金   △5   △10 △8   

流動資産合計     540,578 44.7 644,893 48.2   628,052 47.8

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 74,450   70,213 72,840   

(2）土地 ※２ 165,480   165,110 165,480   

(3）その他   4,381   3,317 4,161   

計     244,313 238,640   242,482 

２ 無形固定資産           

(1）製品開発費   56,553   51,318 51,964   

(2）その他   4,920   2,871 4,830   

計     61,474 54,190   56,794 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   325,205   375,046 350,500   

(2）その他   37,870   26,209 35,815   

計     363,075 401,256   386,315 

固定資産合計     668,863 55.3 694,087 51.8   685,592 52.2

資産合計     1,209,441 100.0 1,338,981 100.0   1,313,645 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   68,026   197,559 109,213   

２ 短期借入金 ※２ －   － 25,100   

３ １年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 39,792   36,476 39,792   

４ 未払法人税等   1,832   1,736 13,446   

５ 未払消費税等 ※３ 5,060   5,688 8,281   

６ 前受金   29,026   21,636 4,048   

７ 前受収益   57,012   51,382 68,184   

８ 賞与引当金   44,066   45,752 40,288   

９ その他   37,564   44,239 36,781   

流動負債合計     282,380 23.3 404,471 30.2   345,136 26.2

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 140,312   103,836 120,416   

２ 繰延税金負債   22,146   46,691 31,134   

３ 長期前受収益   3,832   106 3,120   

固定負債合計     166,291 13.8 150,633 11.3   154,670 11.8

負債合計     448,671 37.1 555,105 41.5   499,807 38.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     221,240 18.3 221,240 16.5   221,240 16.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   186,906   186,906 186,906   

資本剰余金合計     186,906 15.5 186,906 13.9   186,906 14.2

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   15,729   15,729 15,729   

２ 任意積立金   235,000   235,000 235,000   

３ 中間（当期）未
処分利益 

  57,075   50,426 95,972   

利益剰余金合計     307,804 25.4 301,155 22.5   346,701 26.4

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    44,819 3.7 81,168 6.1   58,990 4.5

Ⅴ 自己株式 
  

    － － △6,595 △0.5   － －

資本合計     760,770 62.9 783,875 58.5   813,838 62.0

負債資本合計     1,209,441 100.0 1,338,981 100.0   1,313,645 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     556,797 100.0 683,035 100.0   1,311,809 100.0 

Ⅱ 売上原価     407,538 73.2 541,706 79.3   937,444 71.5

売上総利益     149,259 26.8 141,328 20.7   374,365 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    179,087 32.2 163,078 23.9   337,409 25.7

営業利益又は営業
損失（△） 

    △29,827 △5.4 △21,750 △3.2   36,956 2.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,497 0.8 4,281 0.6   6,176 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,499 0.2 1,347 0.2   3,065 0.2

経常利益又は経常
損失（△） 

    △26,829 △4.8 △18,815 △2.8   40,067 3.0

Ⅵ 特別利益 ※３   142 0.0 1,830 0.3   140 0.0

Ⅶ 特別損失 
※ 
４,５ 

  235 0.0 5,825 0.8   442 0.0

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    △26,923 △4.8 △22,811 △3.3   39,764 3.0

法人税、住民税及
び事業税 

  620   647 12,529   

法人税等調整額   △10,617 △9,997 △1.8 △7,662 △7,015 △1.0 5,263 17,792 1.4

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △16,925 △3.0 △15,795 △2.3   21,971 1.6

前期繰越利益     74,001 66,222   74,001 

中間（当期）未処
分利益 

    57,075 50,426   95,972 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キ
ャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．税引前中間（当期）純利益
又は税引前中間純損失(△) 

  △26,923 △22,811 39,764

２．減価償却費   23,799 23,632 54,044

３．減損損失   － 2,836 －

４．貸倒引当金の増加額（△減
少額） 

  △142 2 △140

５．賞与引当金の増加額（△減
少額） 

  △4,066 5,464 △7,844

６．受取利息及び受取配当金   △2,709 △2,678 △3,958

７．支払利息   1,499 1,281 3,065

８．投資有価証券売却益   － △1,830 －

９．投資有価証券売却損   － 1,327 －

10．固定資産除却損   19 529 226

11．保険解約損   － 582 －

12．売上債権の減少額（△増加
額） 

  87,971 △81,911 11,273

13．たな卸資産の減少額（△増
加額） 

  △33,578 △19,240 9,622

14．その他流動資産の減少額
（△増加額） 

  △297 1,077 5,237

15．仕入債務の増加額（△減少
額） 

  △7,422 88,345 33,764

16．前受金の増加額（△減少
額） 

  19,333 17,587 △5,644

17．その他流動負債の増加額
（△減少額） 

  △8,605 △12,802 2,954

18．未払消費税等の減少額   △4,257 △2,592 △1,036

19．役員退職慰労金   216 549 216

小計   44,836 △649 141,545

20．利息及び配当金の受取額   2,735 2,749 3,952

21．利息の支払額   △1,499 △1,281 △3,065

22．役員退職慰労金の支払額   △216 △549 △216

23．法人税等の支払額   △36,684 △11,929 △38,847

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  9,172 △11,660 103,368

 



    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キ
ャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．有形固定資産の取得による
支出 

  － △138 △1,355

２．投資有価証券の取得による
支出 

  △51,276 △622 △52,800

３．投資有価証券の売却による
収入 

  － 13,821 －

４．無形固定資産開発・取得に
よる支出 

  △26,941 △20,415 △49,438

５．その他固定資産の純減少額
（△純増加額） 

  △1,664 8,165 △1,646

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △79,882 810 △105,241

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．短期借入金の増加額（△減
少額） 

  － △25,100 25,100

２．長期借入金の返済による支
出 

  △19,896 △19,896 △39,792

３．自己株式取得による支出   － △6,595 －

４．配当金の支払額   △29,672 △29,733 △29,687

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △49,568 △81,324 △44,379

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △120,278 △92,173 △46,253

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  329,133 282,879 329,133

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※  208,854 190,706 282,879

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法又は償却原価法により算

定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

又は償却原価法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法 

仕掛品 

 個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、取得価額10万円以

上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間均等

償却 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       ８～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、製品開発費（市場

販売目的ソフトウェア）につ

いては、３年以内の見込販売

可能期間（完成年度を含む３

年間）で均等償却しておりま

す。なお、ソフトウェア（自

社利用目的）については、社

内における見込利用可能期間

（５年）による定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため、支給対象期間に応じ

た支給見込額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に

満期日又は償還日の到来する短期

的な投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）退職給付制度 

 当社は確定拠出型の退職金

制度を採用しており、従業員

退職金の100％について、特

定退職金共済制度に加入して

おります。 

 なお、平成16年９月30日現

在の積立金合計額は121,301

千円であります。 

(2）退職給付制度 

 当社は確定拠出型の退職金

制度を採用しており、従業員

退職金の100％について、特

定退職金共済制度に加入して

おります。 

 なお、平成17年９月30日現

在の積立金合計額は126,894

千円であります。 

(2）退職給付制度 

 当社は確定拠出型の退職金

制度を採用しており、従業員

退職金の100％について、特定

退職金共済制度に加入してお

ります。 

 なお、平成17年３月31日現

在の積立金合計額は125,051千

円であります。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純損失は2,836千円増加してお

ります。  

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

1,443千円増加し、営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失が、1,443千

円増加しております。 

────── 

  

  

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

3,310千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が、3,310千

円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         175,042千円 

※２．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。 

担保提供資産 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         170,377千円 

※２．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。 

担保提供資産 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額        174,285千円 

※２．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。 

担保提供資産 

建物 73,839千円

土地 103,110千円

計 176,949千円

建物 70,226千円

土地 103,110千円

計 173,336千円

建物 72,243千円

土地 103,110千円

計 175,353千円

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

１年以内返済予

定の長期借入金 
39,792千円

長期借入金 140,312千円

 計 180,104千円

１年以内返済予

定の長期借入金
36,476千円

長期借入金 103,836千円

 計 140,312千円

短期借入金 25,100千円

１年以内返済予

定の長期借入金 
39,792千円

長期借入金 120,416千円

 計 185,308千円

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債に

表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．   ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 21千円

受取配当金 2,688千円

受取保険配当金 1,264千円

受取利息 163千円

受取配当金 2,514千円

受取保険配当金 777千円

受取利息 182千円

受取配当金 3,776千円

受取保険配当金 1,271千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,499千円 支払利息 1,281千円 支払利息 3,065千円

※３．   ────── ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．   ────── 

  投資有価証券売

却益 
1,830千円

 

※４．   ────── ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．   ────── 

  投資有価証券売

却損 

1,327千円

減損損失 2,836千円

  

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５．   ────── ※５．減損損失 

  当中間会計期間において、以下

の資産について減損損失を計上し

ております。 

 当社は、情報サービス業のみ

を営んでおり、全ての資産が一

体となってキャッシュ・フロー

を生成していることから、全体

を１つの資産グループとし、遊

休資産については個別の資産単

位毎に、資産のグルーピングを

行っております。 

 上記遊休資産に関しては、今

後の用途が定まっていないた

め、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（2,836

千円）として特別損失に計上し

ております。  

 なお、回収可能価額は正味売

却価額で測定しており、他への

転用・売却の可能性がないこと

などから、備忘価額としており

ます。  

場所 用途 種類 
減損損失

（千円）

名古屋市  遊休資産
土地及び

建物  
967

─ 遊休資産

無形固定

資産その

他（電話

加入権） 

1,868

※５．   ────── 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 2,770千円

無形固定資産 20,932千円

有形固定資産 2,482千円

無形固定資産 21,150千円

有形固定資産 5,749千円

無形固定資産 48,110千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

  (千円)

現金及び預金勘定 228,854

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△20,000

現金及び現金同等物 208,854

  (千円)

現金及び預金勘定 210,706

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△20,000

現金及び現金同等物 190,706

  (千円)

現金及び預金勘定 302,879

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△20,000

現金及び現金同等物 282,879



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定
資産 
その他
（器具備
品） 

71,012 29,723 41,288 

無形固定
資産 
その他
（ソフト
ウェア） 

6,697 2,321 4,376 

合計 77,709 32,044 45,665 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定
資産 
その他
（器具備
品） 

64,483 34,187 30,295

無形固定
資産 
その他
（ソフト
ウェア） 

14,124 3,796 10,328

合計 78,608 37,983 40,624

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定
資産 
その他
（器具備
品） 

71,012 37,089 33,923

無形固定
資産 
その他
（ソフト
ウェア） 

6,697 2,996 3,701

合計 77,709 40,085 37,624

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16,090千円

１年超 30,388千円

合計 46,479千円

未経過リース料中間期末残高

相当額          

１年内 15,216千円

１年超 26,047千円

合計 41,263千円

１年内 14,984千円

１年超 23,405千円

合計 38,389千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,875千円

減価償却費相当額 7,413千円

支払利息相当額 479千円

支払リース料 8,523千円

減価償却費相当額 8,056千円

支払利息相当額 340千円

支払リース料 16,398千円

減価償却費相当額 15,455千円

支払利息相当額 900千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

─────  

  

（減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失

はありません。  

─────  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 152,807 230,349 77,541 

(2)債券 50,653 50,745 91 

(3)その他 20,563 18,333 △2,230 

合計 224,023 299,427 75,403 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 25,778 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 154,953 292,210 137,257 

(2)債券 50,514 50,630 115 

(3)その他 10,244 9,428 △816 

合計 215,712 352,268 136,555 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 22,778 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 154,331 254,272 99,941 

(2)債券 50,584 51,000 415 

(3)その他 20,563 19,449 △1,113 

合計 225,478 324,722 99,243 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 25,778 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（損失）金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 217.36円

１株当たり中間純損失金

額 
4.83円

１株当たり純資産額 225.31円

１株当たり中間純損失金

額 
4.51円

１株当たり純資産額 232.52円

１株当たり当期純利益金

額 
6.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失金額が計上されてお

り、また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失金額が計上されているため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（△損失）金額（千

円） 
△16,925 △15,795 21,971 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益（△損

失）金額(千円) 
△16,925 △15,795 21,971 

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,500 3,496 3,500 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要  

──── 商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権（新

株予約権の数119個)。

新株予約権の詳細は、

「第４ 提出会社の状

況、１．株式等の状

況、（２）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。  

──── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────   当社は、平成17年12月５日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３第

１項第２号の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議いたしました。 

(1)理由  経営環境の変化に対応
した機動的な資本政策
の実行を可能とするた
め  

(2)取得する
株式の種
類  

普通株式  

(3)取得する
株式の総
数  

50,000株 
(上限)  

(4)株式取得
価額の総
額  

20,000千円 
(上限)  

(5)自己株式
取得の日
程  

平成17年12月６日から 
平成18年３月31日まで 

 平成17年６月28日開催の定時株主総

会において、商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき、当社取締

役及び従業員に対して、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行すること

を決議いたしました。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況 （７）ストッ

クオプション制度の内容」に記載のと

おりであります。  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第31期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月28日東海財務局長に提出 

  (2）自己株券買付状況報告書  

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年４月14日東海財務局長に提出 

  報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 平成17年５月13日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 平成17年６月14日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 平成17年７月15日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月11日 至 平成17年７月31日） 平成17年８月12日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日） 平成17年９月13日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年10月14日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日） 平成17年11月15日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日） 平成17年12月13日東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成16年12月14日 

株式会社テスク       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 加藤 明司  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中浜 明光  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石倉 平五  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社テスクの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社テスクの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成17年12月13日 

株式会社テスク       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中浜 明光  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石倉 平五  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社テスクの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社テスクの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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